
大東文化大学・国際関係学部・特任教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６３６

基盤研究(C)（一般）

2023～2018

人身取引防止に関する社会開発論的研究

The social development study for preventing human trafficking

１０４０９８１５研究者番号：

齋藤　百合子（Saito, Yuriko）

研究期間：

１８Ｋ１１７９１

年 月 日現在  ６   ６ １３

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究の成果は以下の２点にまとめられる。第１に、人身取引の課題は、引き続き継
続しているにも関わらず、搾取の形態が多様化しているために、人身取引問題とは認識されていないことが多々
あることを明確にした。具体的には、通信技術の発達によるオンラインやSNSによる詐欺や性的画像流出などの
犯罪が世界的に多発している。第２に、研究期間中の新型コロナウィルス感染拡大やミャンマーの軍事クーデタ
ーとその後の紛争により、人々の脆弱性と人間の安全保障との関連、そして人身取引の防止の重要性を明示でき
たことである。さらに子どもと大人の間にいる若年層の脆弱性も明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The findings of this study can be summarized in the following two points. 
First, the study clarified that, despite the continuing challenges of trafficking in persons, it is 
often not recognized as a trafficking problem due to the diversity of forms of exploitation. 
Specifically, the development of communication technology has led to a worldwide increase in crimes 
such as online and social networking scams and sexual image leaks. Second, the spread of the new 
coronavirus during the study period and the military coup and subsequent conflict in Myanmar allowed
 us to explicitly link people's vulnerability to human security and the importance of preventing 
trafficking in persons. They also revealed the vulnerability of young people, who are between 
children and adults.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、開発学研究の深化に寄与したことだ。開発学は、実践的な学問と言われており、人身取
引という社会学、政治学、歴史学、社会福祉学など分野横断的で、かつ国際的な課題について歴史的に実践的に
捉えた。
また本研究の社会的意義は、現代の多様化する人身取引の実態を見極める視点を提示できたことのほか、政策決
定者だけでなく、民間団体や支援組織、そして搾取の被害を被った当事者らのエンパワーメントなど、マクロ、
メゾ、ミクロレベルで、人々のウェルビーイングを向上させる方策の一つである社会開発を提示したことであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



研究成果報告書 （様式 Ｆ－１９－１） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
  
 本研究「人身取引防止に関する社会開発論的研究」を開始当初の背景をまず述べる。人身取引
は、2000 年に国際連合で採択された「国際的な組織犯罪の防止に関する国際条約」に付帯する
人身取引議定書第３条で人身取引が定義され、国際的な協力により撲滅の動きがあるにも関わ
らず、2018 年時点でも解決されていない課題であった。特に、大人と子どもの間にいる若者（若
年層）が脆弱な状態に陥った時に性搾取や労働搾取などの人身取引の被害に遭う傾向があった。
本研究では、日本だけでなく、東南アジア（タイやカンボジア）や他の国での、人身取引の防止
を、潜在的被害者支援だけにとどまらず、社会がどのような理念でこの課題に取り組み、人身取
引発生を防止するのか、社会開発の側面から調査、研究を行うことに意義があると考えた。 
 
２ 研究の目的 
 
 本研究の目的は２点ある。 
 第１点は、人身取引とは何か、人身取引の対象となる子どもや若者の捉え方など、その言説の
形成の過程を近代から現代まで歴史的に、かつ批判的に検討することである。人身取引の国際的
に共通課題となる定義は 2000 年に国連によって定められたが、大人と子どもの間に陥ってしま
う若者にはこれまで焦点が当てられていなかった。また、時代によって、人身取引と現代奴隷制
が同義に語られることも多く、曖昧なままセンセーショナルな言葉で、人々の情動性を刺激して
おり批判的な検討が必要だと考えた。 
 第２点は、第１点目を検討した上で、人身取引の被害に遭いやすい脆弱性を検討し、人身取引
を防止するために、人々の脆弱性を除去し、社会環境を整える社会開発の可能性を探ることであ
る。特に性搾取や労働搾取に遭った経験がある当事者（人身取引被害者の認識如何によらず）の
被害回復とともにウェルビーイングを促進する、搾取を生み出さない構造的な社会改革・社会開
発の可能性を、当事者（ミクロレベル）、NGO など支援団体（メゾレベル）、政府や自治体や法整
備など（マクロレベル）で検討することである。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は、以下の方法で実施した。 
(1) 文献・資料調査 

 人身取引言説の形成及び時代によって変わる「子ども」「若者」の定義と人身取引（人身
売買）の関係に関する分析や考察を文献・資料調査を実施した。 

(2) 研究会活動と国際会議参加 
 国際機関、国際 NGO、弁護士などの実務家と研究者が、近年の人身取引の傾向や課題につ
いてそれぞれの報告を踏まえて協議する研究会活動を開催した。また国際移民・難民に関す
る国際会議、脆弱な状態に置かれた女性や若者が活用できるシェルターに関する国際会議に
参加した。 

(3) フィールド調査 
 タイ及びカンボジアにおいて、若者や子どもが置かれた脆弱な状態（避難民・難民、移民、
無国籍者、在留許可がない）とその状態を改善して脆弱な状態の子ども（ストリートチルド
レン、ミャンマーからの避難民など）の支援の状況を調査した。 
 かつて人身取引被害に遭い、帰国して、地域で暮らしている人々による人身取引防止のた
めの活動をインタビュー調査した。 
 また搾取を目的としてオンラインや SNS を通して若者にアプローチするオンライントラ
フィッキングに関する取り組みをタイで調査した。 

(4) 参与観察 
 困難な問題を抱える若年女性支援に関して、若年女性支援活動及び性搾取防止・禁止の取
り組み、政府の法制化の動きを参与観察した。 

 
４．研究成果 
(1) 継続しているが不可視化されるか、曖昧になりつつある人身取引 

人身取引の課題は、引き続き継続しているにも関わらず、搾取の形態が多様化しているため
に、人身取引問題とは認識されていないことが多々あることがわかった。具体的には、通信技術
の発達によるオンラインや SNS による詐欺や性的画像流出などの犯罪が世界的に多発しており、
この対応は、政府や民間団体だけでなく、メディアや企業などとの連携も必要となっている。ま
た通信技術の発展以外にも、日本では「特殊詐欺」や「悪質ホスト問題」などの呼称で社会問題
化されているが、人身取引問題とは認識されていない。より明確に人身取引の課題を社会に問題
提起していく必要がある。 



さらに、現代奴隷制という文言との関連が明らかにされておらず、人身取引言説の形成を歴
史的に、批判的に人身取引と現代奴隷制の相違を見る必要があると考えられる。 
(2) 本研究実施期間（2018 年から 2023 年）の間の脆弱性の増加 
 脆弱な状態の人々のウェルビーイングの向上を願った本研究であるが、新型コロナウィルス
感染拡大による社会経済格差の拡大や、2021 年 2 月に発生したミャンマーの軍事クーデター以
降のミャンマー国内および避難民のタイへの流出などで、人々の脆弱性がより高まった期間で
あった。コロナ禍及び紛争下での人身取引問題は水面下で動いていると思われるが、人間の安全
保障の側面からの調査研究の継続を検討すべき課題となっている。 
(3)日本における困難を抱える若年女性らの困難に対して、社会開発の側面からは、法制化が実
現し、その一連のプロセスを、参与観察を含めた調査研究によって追うことができた。官民の連
携、運用の実用化だけでなく、女性支援に対する新たなバックラッシュや分断も発生しており、
課題も明確になった。今後は、諸外国での法制化に伴うバックラッシュへの対抗の経験などを比
較研究するとの検討課題が見えた。 
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